第２号議案

平成２９年度事業計画（案）及び収支予算(案)について
平成２９年度事業計画（案）
１　事業実施方針
近年、国の保健医療福祉等の施策は、急速な高齢社会等の進展に伴い変化してきている。平成１７年度には栄養ケア・マネジメントが創設されるとともに、食育に関する取組みを総合的かつ計画的に推進するため「食育基本法」が施行された。平成１８年度には診療報酬の改定に伴い、入院患者ごとに栄養状態を評価し、栄養管理を行う栄養管理実施加算が新設、平成２０年度からはメタボリックシンドロームに着目した特定保健指導の開始、また、平成２２年度からは診療報酬改定にあわせてＮＳＴ（栄養サポートチーム）加算が導入新設され、平成２３年には「第２次食育推進基本計画」が策定され、平成２６年度からは有床診療所における栄養管理が必要となり、平成２７年には食品表示法がこれまでの基準を統合する形で施行され、平成２８年度には診療報酬の改正があり外来栄養食事指導料、入院栄養食事指導料等の診療報酬点数が大幅に見直された。
このような社会情勢の変化の中で、管理栄養士、栄養士の役割は大きく変わりつつあり、在宅医療や在宅介護の推進に向けた在宅訪問栄養指導の必要性が高まるとともに、他職種と連携しての活動がますます増大してきている。また、健康志向から食への関心が高まる中で、食育などを通じて科学的根拠に基づいた情報発信が求められている。
本会は、平成２４年４月１日、公益社団法人栃木県栄養士会として新たにスタートし、今年度で６年目を迎えたところである。
今後とも、公益社団法人としての社会的使命を果たし、存在価値を高めていくことが重要であり、このため、管理栄養士等の資質・実践能力の向上、専門研修として糖尿病・ＣＫＤ研修の実施、研究発表・事例発表の場として栃木県栄養改善学会の開催、卒後教育として生涯教育研修事業の推進、医療連携ネットワーク等の構築に向けた他職種との連携推進、さらに、災害時における支援体制の整備等を積極的に展開していくこととする。
また、県民の栄養・食生活の推進役として、健康長寿とちぎづくり事業、糖尿病重症化予防のための普及啓発事業、福祉事業等について、県、関係機関、関係団体と連携・協力しながら積極的に実施していくこととする。
２　主な事業計画
（１）公益社団法人にふさわしい体制と組織の強化を図る。
①　会員の維持確保と新規会員加入促進
②　支部及び協議会の組織の活性化
③　総務部・事業部・県民サービス部の３部体制の活動強化
④　会員の情報交換・資質向上対策
⑤　災害支援体制の整備など新たな課題への取り組み
⑥　他職能団体との連携強化を図る
（２）事業の充実と県民の健康に対する意識の高揚を図るため、県、関係機関、関係団体と連携・協力しながら次の事業を展開する。
1 栃木県の委託事業について、事業の目的に沿った積極的な対応を図る。
・食生活・栄養情報等相談事業
・管理栄養士等資質向上研修会（行事名：栃木県栄養改善学会）
・糖尿病・慢性腎臓病（ＣＫＤ）専門研修（管理栄養士対象研修会）
2 日栄委託事業について、事業の目的に沿った積極的な対応を図る。
3 本会の自主事業として
・これまでの生涯学習研修会が平成２６年度からキャリア形成を支援する生涯教育研修へと移行したため、到達目標に沿った研修として、さらに充実した内容で実施する。
・外食栄養成分表示事業について、引き続き、有料事業（手数料化）として実施する。
・栄養ケア・ステーション（人材バンク）の管理運営
栃木県、栃木県医師会との連携のもとに糖尿病等予防及び重症化予防に役立つよう人材バンクの
適正な管理・運営を図る。とちぎ栄養ケア・ステーション管理・運営要綱に基づいて運営していくこととするが、必要な場合には管理・運営委員会を開催する。
また、運営の信頼性を高めるため、適材を適所へ派遣できるよう調整、派遣者への技術支援、社
会のニーズに即応した人材育成（フォローアップ研修等）に努める。
さらに、運営の継続性を図るため、特定保健指導等の新規分野の開拓、潜在管理栄養士の発掘
などによって、減少傾向の登録者を増加できるよう新規登録者（再加入も含め）の拡大に努める。
・管理栄養士・栄養士の無料紹介事業
雇用環境の変化に伴い、管理栄養士・栄養士の求人・求職の内容が多様化しているため、就業促進の観点から、管理栄養士、栄養士に関しての無料職業紹介事業について平成１９年１２月１日に職業安定法第３３条第1項に基づき厚生労働大臣の認可を得て実施している。
平成２９年度も引き続き無料職業紹介所として、各種情報媒体を通じ積極的なＰＲ活動を行い企業や会員の利活用を促進し、栄養士・管理栄養士の雇用拡大を図る。
また、今年度は無料職業紹介事業の許可有効期間が満了となるため、更新申請手続きを行う。
・各支部、職域協議会での研修会の開催
新生涯教育制度の導入の動向を踏まえ、生涯教育振替単位認定研修として各支部、各職域協議会の研修会を実施する。
・会報「栄養とちぎ」の充実等　　研修会の報告、支部・協議会便り、インフォメーションなど会員
相互の情報交換の充実を図る。
・ホームページの利活用拡大
平成２４年度から新たなホームページの運用を開始し、平成２５年度には会員が専用のホームページにログインできるようになった。平成２８年３月初めにアクセス件数も２７万件を超えたところである。
今後とも、見やすく正確な情報を迅速に発信し、多くの県民から利用されるものとしていく。併せて、会員への適時適切な情報提供にも努める。
4 県民の栄養改善、栄養に関する健康対策の推進に幅広く積極的に寄与するため、県・市町村・（一社）栃木県医師会・（一社）栃木県歯科医師会などの関係団体等との連携強化を図る。
・ 栄養指導のための関係機関・団体等との協力事業の推進
（一社）栃木県医師会、（一社）栃木県歯科医師会、（社福）とちぎ健康福祉協会、（財）栃木県社会保険協会など保健・福祉関係団体が行う健康関連講習会への講師の派遣等
5 大規模災害時における栃木県栄養士会の支援活動について
東日本大震災のような大規模な災害に際して、自治体等からの依頼に対して（または自主的活動として）、迅速に被災県民への栄養相談をはじめとした支援活動が行えるよう体制を整備していく。
